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研究成果の概要（和文）：　日本における既存統計資料を活用した医療政策の評価を実施し、社会格差との関連
を検証し報告した。本研究では、日本における医療政策が、ポピュレーション全体に与えた影響だけでなく、社
会経済状況・地域等に由来する健康格差に与えた影響について、がん登録や国民生活基礎調査などの既存統計資
料を活用することにより定量的に評価検証した。研究成果は新聞等により広く住民に伝えられた。こういった研
究を推進することにより、健康格差の縮小に資する個別化・みえる化した詳細情報を政策担当者および住民に提
供することができる。

研究成果の概要（英文）： I reported the association between health policy and health inequality in 
Japan, analyzing national representative population-based study data. Health policy had influenced 
the degree of health inequality according to socio-demographic and region, regardless of overall 
impact on population health. Results of our studies were reported in several newspapers and other 
media. Our studies may contribute to reducing health inequality in Japan.
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１．研究開始当初の背景 
 
 日本における健康増進計画「健康日本 21
（第二次）」が発表され、「健康格差の縮小
を実現すること」が具体的目標としてかか
げられた。しかし、健康格差の縮小に寄与
する医療政策のエビデンスは世界的にも十
分ではない（Asthana 2006）。しかも現存す
るエビデンスのほとんどは欧米のデータに
基づいており、日本を含むアジア諸国への
適合性が疑問視される。欧米とアジアでは
文化的背景や社会制度の基本概念（医療保
険制度を含む）、そして医療政策で考慮すべ
き国民意識まで、欧米とは大きく異なるか
らである。よって日本においても医療政策
とその健康格差への影響（関連性）に関す
るエビデンスを蓄積していく必要がある。 
 
２．研究の目的 
 
 日本における社会格差への関心の高まり
とともに医療政策と健康格差とのつながり
が重要視されてきている。しかし、日本社
会では欧米を中心に蓄積されてきた既存の
知見の再現性が低く、欧米産エビデンスの
適用に限界がある。私は、既存統計資料を
活用した医療政策の評価を実施し、社会格
差との関連を検証し報告してきた（Tabuchi 
2013b, 田淵 2012）。本研究では、日本にお
ける医療政策が、ポピュレーション全体に
与えた影響だけでなく、社会経済状況・地
域等に由来する健康格差に与えた影響につ
いて、統計資料を活用することにより定量
的に評価検証する。さらに日本独自の社会
的要因変数を駆使して健康格差の縮小に資
する個別化・みえる化した詳細情報を政策
担当者および住民に提供する。 
 
３．研究の方法 
 
 既存統計資料を収集・整備し、本研究で
活用する分析用データを構築する。データ
の解析は、健康に関連したアウトカムをそ
れぞれ算出し、地域や社会経済状況に応じ
た健康格差をみえる化し、医療・社会政策
との関連について評価・検証し、改善策の
立案を図る。国民生活基礎調査データの分
析では、先行研究（Tabuchi ほか 2013b）に
おける手法を発展活用し、無料クーポン政
策ががん検診受診の格差に与えた影響を詳
細に評価検討する。中高年者縦断調査デー
タの分析では、毎年調査を実施している強
みを生かした繰り返し分析により政策と健
康格差の関連の推移をみえる化する。がん
登録資料の分析では、がん対策（患者支援
方策やがん対策推進基本計画等）とがん患
者の生存率や診断割合の格差との関連につ
いて評価・検証する。全ての分析において
健康格差の観点からの評価・検証および改
善策の立案を実行する。 

(1) 国民生活基礎調査：申請者らによる先
行研究（Tabuchi ほか 2013b）の方法を発展
させ、2010 年と 2013 年の各がん検診受診
率を社会格差（所得階級等）に応じて計算
し引き算すること
（Difference-in-differences 法）により
無料クーポン政策が与えたがん検診受診率
およびその格差への影響を数値化し評価す
る（Abadie 2006）。 
 
(2) 中高年者縦断調査：同一個人について
毎年追跡調査を実施している縦断調査であ
ることの強みを生かし、タバコ対策等の医
療政策が個人の喫煙行動変化や疾病罹患等
に与えた影響を分析する。経年変化を全て
活用する分析（個人の内生性を考慮：GEE
等）により健康格差の推移をみえる化する。 
 
(3) がん登録資料：先行研究（Ito ほか 2014、
Ueda ほか 2007）の方法を発展させ、地域
間や病院間のがん生存率およびがん診断割
合の格差を計算し、経年的推移を観察する。
生存分析では Cox 比例ハザードモデルによ
る分析を実施する。 
 
４．研究成果 
 
 国民生活基礎調査や中高年者縦断調査と
いった政府統計データを分析して、2012 年
に実施されたがん検診無料クーポン制度の
効果を評価した（Tabuchi Am J Prev Med 
2017)。また喫煙の学歴格差について報告し
た（Tabuchi J Epidemiol 2017）。さらに
2010 年に実施されたタバコ値上げの効果
について評価し、タバコ値上げが人々の禁
煙および再喫煙の防止につながっていたこ
とを明らかにした（Tabuchi Tob Control 
2016）。また Google 検索データの分析から、
タバコ値上げが禁煙への関心に与えた影響 
(Tabuchi Nicotine Tob Res 2018)、非喫煙
者と喫煙者の間に新型タバコ使用の格差が
あること (Miyazaki PLoS One 2017)を明ら
かにした。 
 癌患者における喫煙状況に応じた死亡リ
スクについて分析し、癌診断時に喫煙して
いると死亡率が有意に高くなることを報告
した（Tabuchi Int J Cancer 2017）。また
がん登録データの分析から乳癌罹患の動向
について報告した（Toyoda Breast Cancer 
2017）。 
 これらほとんどすべての研究成果につい
て新聞等メディアで報道され、住民や各医
療者・保健担当者、自治体の政策立案者に
対して健康格差対策・タバコ対策の重要性
を訴える機会とできた。 
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